
提案検討の際に
参考となるツール等
提案検討の際に
参考となるツール等3
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地方公共団体・住民・大学等向けの研修等を更に展開
内閣府では、地方公共団体をはじめ、地域づくり等に関わり、提案募集方式の活用可能性のある大学、住民、
事業者等の様々な団体と協働し、研修やワークショップを実施している。（年間のべ52回※） ※ 令和2年実績

地方分権改革の必要性や
提案募集方式の活用方法
等について、座学学習を行
います。
時間や内容はオーダーメイ
ドで対応できます。
(30分～1.5時間が目安)

①研修(座学)

④住民参加ワークショップ ⑤イベントでの講演等 ⑥政策勉強会等とのコラボ

②研修(座学+グループワーク) ③大学講師派遣(ワークショップ)

座学後、専門分野が近い受
講者に分かれ、グループ
ワークを行います。
普段の業務から支障事例を
発見し、 提案化する体験が
できます。

地域の課題解決の手法の一つとして、提案募集方
式の活用を考えるワークショップや、提案募集方
式を学べる講義を受講できます。 

行政機関等が開催する各種
イベントに参加し、提案募集
方式の紹介や個別相談等を
行うことができます。 
様々な分野とのコラボレー
ションにより、すそ野を拡大
します。

地方公共団体の有志職員に
よる勉強会等において、提案
募集方式を活用した政策提
案等に向けたワークショップ
等を行います。

▶

＜開催実績＞
大正大学、宇都宮大学、奈良女子大学、愛媛大学、
室蘭工業大学、小樽商科大学、中京大学、
福山市立大学、獨協大学

法律や地方創生を学ぶ学生におススメ！▶

地方公共団体の職員と地域
住民が一体となり、地域の課
題の解決を考えるワーク
ショップを行います。 
住民の意見を国の制度改正
に反映することができます。
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オンライン研修の実施
内閣府地方分権改革推進室では、令和２年度より新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、
従来の対面形式での研修に加え、WEB会議システムを用いたオンライン研修（座学、グループワーク）を実施。
(令和２年度実績　計18回）

＜富山県研修（座学）の様子＞

※内閣府講師は東京から講義

※受講者は各市町村庁舎から参加

※内閣府講師はリモートで議論に参加
＜島根県研修の様子＞

＜広島県研修（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ）の様子＞

○ 幅広いWEB会議システムでの実績があります

○ 座学に加え、グループワークにも対応しています
○ オンライン環境があれば、自席からの研修受講も可能です

（Skype for Business、Zoom、Teams、Webex、V-cubeなど）
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提案検討の支援ツールの充実
内閣府では、地方公共団体の提案検討の後押しと国民への情報発信を行うため、ハンドブックや成果事例
動画等の提案検討の支援ツールを適宜充実させている。（内閣府HPにて公開）

提案の検討方法や支障事例の
考え方等、地方が求める実践
的なノウハウを幅広く掲載。
全地方公共団体に配布

① 地方分権改革・提案募集方式ハンドブック ③ 提案募集方式の成果事例動画、
    政府インターネットテレビ

④ 地方分権改革e-ラーニング講座 ⑤ 提案募集方式データベース

② 地方分権改革・提案募集方式 取組・成果事例集

提案募集方式を活用し、国の
制度改正等が実現した地方公
共団体の取組と住民サービス
向上等の成果を多数取りまと
め。
全地方公共団体に配布

提案募集方式による住民サー
ビス向上の事例の取材映像を
交えながら、分かりやすく同方
式を紹介。

地方分権改革の歴史や提案募集方式を、いつで
も、誰でも学ぶことができる。
有識者が分かりやすく解説。

これまでに地方公共団体等から提出された
個々の提案を網羅的に収集・整理し、提案検討
時等に過去の提案状況を簡易検索できる。

⑥ 地方分権改革・提案募集方式に関する学習動画

地方分権改革・提案募集方式に関する基礎を
学ぶための学習動画を作成。
地方分権改革の考え方や提案募集方式の概
要、成果事例などについて、いつでも、誰でも
学ぶことができる。
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提案募集方式データベースの案内

当室ホームページにて、提案の検討を支援するためのデータベースを公開中。

提案の検討に当たりヒントを得たい、担当分野に関連する過去の提案を確認したい等、目的に応じて利用

できるので、是非積極的にご活用いただきたい。

公開ページURL（https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/teianbosyu/database.html）

▶

▶

フィルター機能を使って、年度別、分野別等

での検索が可能です。

提案毎の調整結果（閣議決定における記載

内容）の確認が可能です。

各提案内容をPDFにまとめた「個票」の確認

が可能です。

①

②

③

【エクセル版の使い方】
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地方公共団体の提案のきっかけと支障事例の発見の仕方(アンケート)

提案に至った地方公共団体が、事前相談したきっかけや支障事例の把握に関する取組についてアンケート調査したところ、
「とりまとめ部署の働きかけ」、「普段の業務の中での問題意識」を挙げる回答が最も多くみられ、職員が日頃から課題発見を
意識して組織的に取り組むことの重要性がうかがわれる。

(2)支障事例をどのようにして発見したか
回答上位項目(複数回答)

とりまとめ部署による働きかけ

内閣府の各種支援

事業所管部署の意識の定着

職員による改善提案制度など、
改善、提案吸い上げの取組み

地方公共団体独自の研修

回答上位項目(複数回答)

資料：内閣府地方分権改革推進室調べ(令和元年５月～６月実施)

(1)どのような取組が事前相談の提出に結びついたと考えられるか

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

58.6%

40.0%

28.6%

27.1%

15.7%

（訪問、電話、研修、ハンドブック等）
当事者(職員、事業者、利用者等)の
意見・要望等

都道府県や国への要望、
庁内の予算査定事項

他地方公共団体との関係
(日常的やりとり、会議等)

首長、上司からの指示

普段の業務の中での
問題意識として考えていた

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

70.0%

57.1%

35.7%

22.9%

17.1%
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提案募集方式に対する地方公共団体の声・認知度(研修アンケート)

内閣府で令和2年に実施した地方公共団体の職員向け研修の受講者アンケートによると、
提案募集方式の認知度は27.6％。
研修受講者からは「これまで国の制度で決まっているから仕方ないと思っていたが、今後は提案募集方式により変
えられないかと考えながら業務に取り組みたい」等の声が寄せられている。

受講者アンケート集計結果

①研修受講前に提案募集方式を知っていたか

有効アンケート数：1,357

あてはまる
62%

あてはまらない 6%
全くあてはまらない 0%

よくあてはまる
32%

満足度93.4％

②研修プログラム全体に満足したか

有効アンケート数：1,358

あてはまる
63%

あてはまらない 9% 全くあてはまらない1%

よくあてはまる
27%

おすすめ度90.4％

③同様の研修が開催される場合、
　職場の同僚に受講を勧めたいか

知らなかった

有効アンケート数：1,332

45%
知っていた
23%

聞いたことがあるが
内容は知らなかった

27%

知っており、提案をしたことがある 2%
知っており、活用を検討したことがある 3%

認知度27.6％

提案募集方式の認知度：27.6％
研修の満足度：93.4％
職場の同僚に同様の研修を勧めたい：90.4％

▶
▶
▶

(集計期間：令和２年１月～12月)
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提案募集方式に対する地方公共団体の声・認知度(研修アンケート)

地方公共団体の受講者の主な意見

好意的な意見

改善点を含んだ意見

これまで国の制度で決まっているから仕方ないと思っていたが、今後は提案募集方式
により変えられないかと考えながら業務に取り組みたい。
担当課が内閣府へ直接相談できることや早ければ１年以内に実現できることなど、課
題解決のツールとして有用だと感じた。

▶

▶

地方分権は聞いたことがあったが、提案募集方式は知らず、提案がかなり実現されて
いることも知らなかった。制度の周知徹底と意識改革により提案は増えると思う。
提案をひとりで行うことは困難。施策効果は大きいので、人数、時間をかけてでも、
組織全体で取り組んでいくことが重要。

▶

▶
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